
計算書類に対する注記 （社会福祉法人 愛知県厚生事業団）

１．継続事業の前提に関する注記

　該当なし

２．重要な会計方針

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　満期保有目的の債券については償却原価法（定額法）、それ以外の有価証券で時価のあるものに

ついては、決算日の市場価格に基づく時価法によっている。

(2) 固定資産の減価償却の方法

　平成19年3月31日以前に取得したものについては旧定額法、平成19年4月1日以降に取得したもの

については定額法による。

　なお、リース資産（所有権移転外ファイナンス・リース取引）についてはリース期間を耐用年数

とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(3) 引当金の計上基準

①退職給付引当金

　ア　職員の退職手当の支給に備え、当期末において発生していると認められる退職手当債務の額

　　　を計上。

　　　　なお、退職手当債務は当期末における退職手当支給額から社会福祉施設職員退職手当共済

　　　法の規定に基づく支給額を控除した額。

　イ　一般財団法人愛知県民間社会福祉事業職員共済会、社会福祉法人全国社会福祉事業団協議会

　　　退職共済制度の事業主掛金を計上。

②賞与引当金

　　職員の期末勤勉手当（6月）の支給に備え、当期分（12月2日～3月31日）の在職・勤務期間に

　する額を計上。

(4) 棚卸資産の評価方法

　棚卸資産の評価方法は、最終仕入原価法による原価法によっている。

３．重要な会計方針の変更

　該当なし

４．法人で採用する退職給付制度

(1) 加入要件を満たす職員：独立行政法人福祉医療機構退職共済制度に加入

(2) 総合職・一般職：一般財団法人愛知県民間社会福祉事業職員共済会退職共済制度に加入

(3) 総合職・一般職：社会福祉法人全国社会福祉事業団協議会退職共済制度に加入

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分

当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1) 法人全体の計算書類（会計基準省令第1号第1様式、第2号第1様式、第3号第1様式）

(2) 事業区分別内訳表（会計基準省令第1号第2様式、第2号第2様式、第3号第2様式）

(3) 社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式）

(4) 公益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式）

(5) 収益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式）

　当法人では収益事業を実施していないため作成していない。

(6) 各拠点区分におけるサービス区分の内容

①社会福祉事業区分

本部

特別養護老人
ホーム

短期入所生活介
護

居宅介護支援 短期入所

特別養護老人
ホーム

短期入所生活介
護

居宅介護支援 短期入所 通所介護

特別養護老人
ホーム

短期入所生活介
護

短期入所

拠点区分 サービス区分の内容

ア　本部

イ　愛厚ホーム小牧苑

ウ　愛厚ホーム東郷苑

エ　愛厚ホーム豊川苑



特別養護老人
ホーム

短期入所生活介
護

居宅介護支援 短期入所 通所介護

特別養護老人
ホーム

短期入所生活介
護

居宅介護支援 短期入所

特別養護老人
ホーム

短期入所生活介
護

短期入所

特別養護老人
ホーム

短期入所生活介
護

居宅介護支援 短期入所

特別養護老人
ホーム

短期入所生活介
護

短期入所

特別養護老人
ホーム

短期入所生活介
護

居宅介護支援 短期入所

特別養護老人
ホーム

短期入所生活介
護

居宅介護支援 短期入所

特別養護老人
ホーム

短期入所生活介
護

短期入所

特別養護老人
ホーム

短期入所生活介
護

居宅介護支援 短期入所

特別養護老人
ホーム

短期入所生活介
護

居宅介護支援 短期入所

養護老人ホーム

救護施設
一時生活支援事
業

自立準備ホーム

救護施設

施設入所支援 生活介護 短期入所
就労継続支援Ｂ
型

日中一時支援 一般相談支援 特定相談支援 障害児相談支援

施設入所支援 生活介護 短期入所 日中一時支援 特定相談支援 障害児相談支援

施設入所支援 生活介護 短期入所 日中一時支援 特定相談支援 障害児相談支援

施設入所支援 生活介護 短期入所
就労継続支援Ｂ
型

日中一時支援 特定相談支援 障害児相談支援

施設入所支援 生活介護 短期入所 日中一時支援 特定相談支援 障害児相談支援

施設入所支援 生活介護 短期入所
就労継続支援Ｂ
型

日中一時支援 特定相談支援 障害児相談支援

児童心理治療
施設

共同生活援助

共同生活援助

共同生活援助

保育所

保育所

保育所

サービス区分の内容

ホ　愛厚大曽根保育園

ネ　愛厚ならわ学園

ノ　愛厚半田の里ケアホーム

ハ　第三愛厚半田の里ケアホー
ム

ヒ　愛厚弥富の里ケアホーム

フ　愛厚昭和荘保育園

ヘ　愛厚つみき保育園

ツ　愛厚希全の里

テ　愛厚はなのきの里

ト　愛厚すぎのきの里

ナ　愛厚半田の里

ニ　愛厚藤川の里

ヌ　愛厚弥富の里

シ　愛厚ホーム瀬戸苑
　　（ユニット型）

ス　愛厚ホーム一宮苑

セ　愛厚ホーム大府苑

ソ　養護老人ホーム西尾苑

タ　愛厚新生寮

チ　愛厚明知寮

キ　愛厚ホーム設楽苑
　　（ユニット型）

ク　愛厚ホーム岡崎苑
　　（多床室型）

ケ　愛厚ホーム岡崎苑
　　（ユニット型）

拠点区分

コ　愛厚ホーム佐屋苑

サ　愛厚ホーム瀬戸苑
　　（多床室型）

オ　愛厚ホーム西尾苑

カ　愛厚ホーム設楽苑
　　（多床室型）



②公益事業区分

地域包括支援セ
ンター

地域包括支援セ
ンター

地域包括支援セ
ンター

中国帰国者支
援・交流セン
ター

６．基本財産の増減の内容及び金額

　基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

　該当なし

８．担保に供している資産

　担保に供されている資産は以下のとおりである。

建物（基本財産）

　愛厚ホーム西尾苑 円

　養護老人ホーム西尾苑 円

　愛厚新生寮 円

　愛厚はなのきの里 円

　愛厚大曽根保育園 円

計 円

土地（その他の固定資産）

　愛厚新生寮 円

　担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

設備資金借入金（1年以内返済予定額を含む）

　愛厚ホーム西尾苑 円

　愛厚新生寮 円

　愛厚はなのきの里 円

　愛厚大曽根保育園 円

計 円

　養護老人ホーム西尾苑については、愛厚ホーム西尾苑に併設されている一体的な建物であること

から、同苑が担保している債務に対して、養護老人ホーム西尾苑の建物も担保に供されているもの

である。

5,955,000

50,000,000

580,608,000

614,313,000

12,971,000

1,257,892,000

712,145,074

125,017,479

953,153,471

1,402,599,702

88,326,609

3,281,242,335

合　計 10,161,565,681 451,643,147 638,257,721 9,974,951,107

建物 10,151,565,681 451,643,147 638,257,721 9,964,951,107

定期預金 10,000,000 0 0 10,000,000

当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高基本財産の種類

エ　東海・北陸中国帰国者
　　支援・交流センター

サービス区分の内容拠点区分

ア　篠岡地域包括支援
　　センター小牧苑

イ　東郷町南部地域包括支援
　　センター東郷苑

ウ　佐屋苑地域包括支援
　　センター



９．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

　（単位：円）

10．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

　債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

　（単位：円）

11．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　該当なし

12．関連当事者との取引の内容

　該当なし

13．重要な偶発債務

　該当なし

14．重要な後発事象

　令和6年5月1日　パレット弥富（共同生活援助）　事業開始

15．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

　該当なし

16．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態を明らか

にするために必要な事項

　リース資産の内容

有形リース資産

　法人運営事業における業務システムに係るサーバである。

無形リース資産

　法人運営事業における業務システム及び会計システムに関するソフトウェアである。

　前払費用の内容

前払費用のうち2,177,521円は、1年基準に基づき長期前払費用から振り替えられた費用

である。

1,661,432,037 1,187,752,354 473,679,683

179,464,400 0 179,464,400

債権の当期末残高徴収不能引当金の当期末残高債権額

19,755,192,551 8,686,303,977 11,068,888,574

105,883,200 105,883,200 0

未収補助金

合　計

1,502,48601,502,486

1,304,133,780 0 1,304,133,780

13,678,468 0

売掛金

事業未収金

未収金 13,678,468

120,928,776 0 120,928,776

1,440,243,510 0 1,440,243,510

建設仮勘定

有形リース資産

合　計

建物（基本財産）

土地

建物(その他の固定資産)

構築物

車輌運搬具

器具及び備品

903,658,230 522,085,697 381,572,533

160,875,240 150,920,170 9,955,070

5,955,000 0 5,955,000

107,952,730 54,641,949 53,310,781

当期末残高減価償却累計額取得価額

16,629,971,714 6,665,020,607 9,964,951,107


